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次期豊島区保健福祉審議会への申し送り事項 

１．重層的支援体制整備事業の実施に向けた事業実施計画の策定 
社会福祉法の改正（令和3年4月1日施行）により、「重層的支援体制整備事業」が創設され、事
業を適切かつ効果的に実施するため、「重層的支援体制整備事業実施計画」を策定するよう努めることと
された。 
このことから、「重層的支援体制整備事業実施計画」について、令和 4年度中に検討のうえ、策定する 

 こと。なお、令和 6年度以降は、豊島区地域保健福祉計画へ統合すること。 

２．豊島区成年後見制度利用促進基本計画にかかる進捗管理と次期計画に向けた検討
（１）計画の評価・進捗管理

豊島区成年後見制度利用促進基本計画では、計画の評価・進捗管理は、区の事務事業評価等を 
活用し、豊島区保健福祉審議会にて行うことが明記されている。
このことから、豊島区地域保健福祉計画の進捗管理とあわせて実施すること。

（２）次期計画に向けた検討 
豊島区成年後見制度利用促進計画の計画期間は、令和 5年度までの 2年間で、令和 6年度か
らは、豊島区地域保健福祉計画に統合することとしている。 
このことから、次期豊島区地域保健福祉計画の策定にあたっては、豊島区成年後見制度利用促進
計画の進捗状況も踏まえながら検討を行うこと。

３．災害時要援護者等への支援体制の整備 
災害時要援護者等への支援体制の整備については、現行の豊島区地域保健福祉計画（71頁）に 
記載があるものの、これまで十分な検討が行われてこなかった。
このたび、区内部で福祉部門と防災部門とが連携し、災害時要援護者等への支援に関する検討が始ま 
ったとの報告が今期の保健福祉審議会にあったことから、その内容を踏まえた検討を次期保健福祉審議会 
で行い、次期豊島区地域保健福祉計画を策定すること。 

４．コロナ禍における地域保健福祉のあり方 
新型コロナウイルス感染症の影響により、これまでの生活様式や社会環境が大きく変化しており、さまざま 
な課題が顕在化してきている。 
このような状況を踏まえ、次期保健福祉審議会では、コロナ禍における地域保健福祉のあり方について 
検討を行い、次期豊島区保健福祉計画を策定すること。 
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５．多文化共生の推進 
豊島区における外国籍住民の割合は人口の約 1割で、増加傾向にある。そのため、情報提供のあり方等の 

見直しが迫られているとともに、国籍や文化の異なる住民を受け入れる地域住民側にも「理解」「対話」「寛容」

などの要素が重要になりつつある。 

豊島区では、平成 31（2019）年 3 月に、従来の「暮らしへの支援」を中心にした対応に、共生意識の醸

成交流の促進、活躍の支援という新たな視点を加えた「多文化共生推進基本方針」を策定し、多文化共生推

進施策の方向性を示している。 

このことから、次期保健福祉審議会では、上記施策の方向性を踏まえたうえで、多文化共生の取組について 

検討を行い、次期豊島区保健福祉計画を策定すること。


